
死亡者数、死傷者数ともに過去最少を更新

－平成２１年の労働災害発生状況（確定）－

１ 死傷災害の発生状況

平成２１年の労働災害による休業 4 日以上の死傷者数は、１，２０３人で、過

去最少を記録した。

これまでは平成２０年の１，３７６人が最少であり、１７３人下回った。（減少

率１２．６％）

（１）業種別では、製造業が２９６人と最も多く、次いで建設業１７９人、農林

業１５１人であった。

平成２０年と比較すると製造業８４人減（－２２．１%)、建設業２４人減

（－３９．３％）、農林業１８人増(+１３．５％)であった。

（２）事故の型別では、「墜落・転落」２３５件、「転倒」１７７件、「はさまれ・

巻き込まれ」１６４件、「動作の反動・無理な動作」１３４件の順であった。

２ 死亡災害の発生状況

平成２１年の労働災害による死亡者数は１１人で、過去最少を記録した。

これまでは平成１４年及び平成２０年の１３人が最少であり、２人下回った。

（１）業種別では、建設業が５人と最も多く、次いで商業２人であった。

平成２０年と比較すると建設業が±０、商業１人減であった。

（２）事故の型別でみると、「墜落・転落」が５件、「はさまれ・巻き込まれ」、「交

通事故」が各々２件であった。

３ 重大災害発生状況

平成２１年の重大災害（一時に３人以上の労働者が業務上死傷又はり病した災

害）は１件で、平成２０年と同数であった。
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４ 和歌山労働局の取り組み

労働災害による死傷者数及び死亡者数は、ともに過去最少を記録した。

これは企業や関係団体が労働災害防止活動に積極的に取り組んだ成果であるが、

一方で低迷する経済情勢を反映し、作業量や工事量が減少した影響であるとの見

方もある。

したがって、経済の低迷期に企業は、安全対策経費の削減圧力を高める傾向が

あり、今後景気が回復し作業量や工事量が増加した場合、労働災害は増加に転じ

ることが懸念されるため、引き続き減少に向けた取組が必要である。

このため、和歌山労働局では第１１次労働災害防止推進計画を基本に、事業場

に対しリスクアセスメントの普及を促し、自主的な安全衛生管理活動の定着を図

ることとする。

また、死亡災害が減少しない建設業に対しては、足場の確実な設置と、基準が

強化された「改正労働安全衛生規則」の内容を徹底させる等墜落・転落災害を減

少させるための施策を推進する。

添付資料 労働災害の推移（グラフ）
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